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１. はじめに
　2011 年３月 11 日、東日本一帯に甚大な被害をもたら
した東日本大震災で、東北地区最大の被害を出したのは
宮城県臨海部であった。特に石巻市・女川町・東松島市を
中心とした石巻医療圏では、ほとんどの病院・診療所が
地震・津波による被害で壊滅状態となり、唯一生き残っ
た石巻赤十字病院（石巻日赤と略す）に患者が集中する
ことになった。石巻日赤は５年前に海岸線から約 4.5 ㎞
離れた場所に免震構造で新築移転したことで、地震によ
る被害はほとんどなく、津波による被害も全くなかっ
た。本稿では日本赤十字社（日赤と略す）による石巻医
療圏の復興支援事業の概要を報告する。
２．海外救援金と東日本大震災復興支援事業
　この巨大災害は国際的にも注目をあび、アメリカ赤十
字、台湾紅十字組織、韓国赤十字、カナダ赤十字などか
ら 500 億円以上にのぼる海外救援金が日赤に寄付され
た。海外救援金は、義援金と違って、日赤の災害救援・
復興支援事業などの活動に使うことができる。日赤で
は、海外救援金による被災者支援を積極的に進めること
を目的に、「ニーズ調査プロジェクトチーム」を発災後
早期に設置した。この海外救援金を使用して、自治体・
被災者と協議しながら、仮設住宅への生活家電６点セッ
ト、福祉施設への介護ベッド・福祉車両の寄贈など、日
赤として新しい事業を提案した（表１）。医療支援につ
いては、石巻医療圏の被害状況の把握と復興支援事業の
ニーズ調査を行うことになり、ニーズ調査プロジェクト
チームとして、医療参事監の著者をはじめ、医療事業
部、国際部などから計４人が指名され、2011 年４月６
日より９日までの４日間、宮城県石巻市を訪問調査し、
石巻医療圏の復興支援事業計画の概要を提言することに
なった。著者は打合せなどで計５回現地入りした。
　５月９日、東京で開催された支援国赤十字会議で、こ
の復興支援事業計画が承認され（写真１）、災害から１
年半を経過した現在も地域の復興のための事業を継続し
ている。仮設石巻市夜間急患センター、石巻市立病院
（市立病院と略す）が果たしていた二次医療患者用の仮
設病棟の建設、石巻日赤救命救急センターの機能強化、
災害医療総合研修センターの創設などを「ニーズ調査プ
ロジェクトチーム」の報告通り 50 億円規模の予算で支
援することになった。さらに、南三陸町、女川町、気仙
沼市の仮設診療所や病院の建設支援も決定した。11 月
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要旨
　日本赤十字社は、東日本大震災における石巻医療圏の被害状況の把握と復興支援事業のニーズ調査を行い、調査結果
に基づき石巻医療圏の復興支援事業計画を海外救援金ドナー会議に提言し承認された。石巻赤十字病院敷地内に、合同
救護チームなどの活動拠点となるプレハブの仮設災害救護本部及び看護実習棟と、宮城県地域医療復興検討会議の提言
に基づき、二次医療のための仮設病棟を壊滅した市立病院の代替施設として整備した。石巻市と石巻赤十字病院との合
意に基づき、市立病院の医師・看護師が仮設病棟へ出向して診療に当たることになり、市立病院の再建に向けた医療従
事者の散逸防止も達成することができた。また、石巻市・石巻市医師会を中核とした一次医療体制（仮設石巻市夜間急
患センター）の整備、石巻赤十字病院を中核とした、三次医療体制の復興および災害拠点病院としての機能強化（救命救
急センターの機能拡張、災害医療および災害看護にかかる人材育成拠点の設置）などの事業を支援することになった。
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になってクエートから原油 500 万バレル（400 億円相
当）の寄付があり、東北３県の地方自治体が行う被災者
のための復興事業を支援することになった。
３．石巻医療圏における復興支援事業のニーズ調査
１）ニーズ調査
　石巻医療圏では死者・行方不明者が約 9000 名に達し
（図１）、ほとんどの病院・診療所が地震・津波による被
害で壊滅状態となっており、復興支援事業の対象地区と
して真っ先に選ばれた。
　(1) 調査内容
　石巻市滞在中、当調査チームは市長をはじめ市立病院
長、市医師会長、宮城県災害医療コーディネーター（石
巻日赤医療社会事業部長）などの市関係者、医療関係者
ならびに福祉関係者と面会し、それぞれから現状および
復興に向けての要望を聴取した。また、震災後は地域で
唯一の中核医療機関として機能する石巻日赤の現状と今
後のあるべき姿について、院長ほか病院幹部と協議した
ほか、津波で被災した石巻赤十字看護専門学校（石巻看
護学校と略す）の現場視察も行った。
　(2) 調査結果 
　今回の調査では、すべての関係者が「この震災で石巻
市の福祉・医療体制が壊滅的な被害を受けた」と述べて
いる。事実、市内の開業医は大きな被害を受けているほ
か、震災前に 200 床あった市立病院も閉鎖されており、
地域における病診連携機能が完全に崩壊していた。唯
一、石巻日赤だけが機能しているが、１次から３次まで
すべての医療を担っており、今後も長期間に亘ってこの
ように非常に偏った状態の継続が懸念された。また、総
人口の 25.9% が 65 歳以上（平成 20 年）という現状に鑑
み、病院受診後の受け皿となる福祉体制の構築も大きな
問題となっている。このように、本来は行政が担うべき
福祉・医療体制が危機に瀕していることに関しては議論
の余地がない。一方、石巻市が今後総合的な復興計画を
策定し、それが形となって現れるには、少なくとも３
写真 1　支援国赤十字社会議（海外救援金ドナー会議）において、
　　　　全体計画を決定（2011 年５月９日 : 東京）
石巻医療圏の復興支援事業計画の報告をしている
表 1　復興支援事業の全体計画及び予算
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年、またはそれ以上の時間を要することが予想された。
市立病院を移転のうえ再建する予定だが、これも少なく
とも３年は必要とされる。この事態を放置すれば、石巻
市民が長期間にわたって適切な福祉・医療サービスを享
受できなくなる恐れがあった。以上より、日赤自身が市
の福祉・医療体制の再構築に貢献できるよう、石巻市お
よび医師会などと協働のもと、石巻日赤を中心に据えた
支援計画を策定することが望ましいと考えた。
２）具体的な支援計画の概要
　(1) 短期的な（３ヵ月以内）取り組み
　　　「石巻圏合同救護チーム」およびボランティア
　　　　　　　　　　　　　　　などの活動拠点の整備
　石巻市内で唯一機能している石巻日赤内には、日赤の
みならず日本全国から訪れる医療チームの活動を総合的
に調整している「石巻圏合同救護チーム」の事務局が設
置されていたが、手狭なうえ、病院内の会議室を複数占
拠している状態である。また、その機能を維持すべく全
国の日赤病院などから派遣されたスタッフが多数、昼夜
を問わず活動を続けていたが、市内や周辺地域での宿泊
場所確保が困難なため、依然として病院内の会議室や事
務室の廊下などで雑魚寝していた。一方で、石巻日赤は
前述のとおり市内で唯一機能している医療機関として、
連日多くの患者が訪れていた。病院と合同救護チームの
機能が混在した現在の状態を整理し、より効率的な活動
を目指す必要があると思われた。その対策として、合同
救護チームおよびボランティア活動などの機能を病院本
館から切り離すために、石巻日赤敷地内に合同救護チー
図 1　東日本大震災の地域別被災状況（臨海部）
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ムおよびボランティアなどの活動拠点となるプレハブを
設置することとした。なお、本提案実現の鍵は、現場の
声を最優先に採り入れ、いち早く形にすることにあっ
た。当然、「避難生活の長期化は避けられないのか」、「合
同救護チームを中心とする巡回診療活動がどの程度の期
間継続するのか」や「どのような規模で救護班を派遣し続
けるのか」の議論は同時並行で行うべきだが、工事に要
する期間などを考慮のうえ、早急に着工する必要があった。
　(2) 中期的な取り組み 
　主要関係者から聴取した内容を総合的に検討した結
果、石巻市の総合的な福祉・医療体制の再構築に際し、
以下の２分野に支援を分け、それぞれの取り組みを行う
ことが適切であると考えられた。
　［第 1分野］
・石巻市（市役所、市立病院、医師会、社会福祉関係者）
を中核とした、１・２次医療の体制および福祉体制の整
備（仮設夜間急患センターの設置、100 床程度のプレハ
ブ病院の設置、要介護者の受け入れ）
　［第 2分野］
・石巻日赤を中核とした、３次医療体制の復興および災
害拠点病院としての機能強化（救命救急センターの機能
拡張、災害医療および災害看護にかかる人材育成拠点の
設置）
　a． １・２次医療体制および福祉体制の整備（１年以内）
　市立病院および同市医師会、社会福祉関係者は、震災
前から地域の１・２次医療や福祉体制を支えてきた経緯
もあり、そのノウハウも構築されている。特に今回要望
の強い夜間急患センターは、従来から石巻市が設置して
きたものである。今回提案するのは、石巻市が今後総合
的な復興マスタープランを策定して恒久的な市立病院を
整備するまでの間を目途に、仮設の「市立福祉・医療セ
ンター」（仮称）を設置し、石巻市自らが運営する方式
を採用することが適切であると思われた。当面は 100 床
程度を目途とし、必要な医療資機材もあわせて整備す
る。また、仮設夜間急患センターおよび要介護者を受け
入れる機能も併設し、従来の市立病院の医療スタッフの
雇用を確保する方策も取る。ただし、設置場所は石巻市
による選定・確保が大前提となる。
　b． ３次医療体制の整備および災害拠点機能の強化　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３年以内）
　一方、石巻日赤は、従前から救命救急センターを設置
し、石巻市のみならず周辺自治体の３次医療も担ってい
るが、震災前からそのキャパシティを大きく超える利用
があり、今回さらに利用数が増えているため、石巻市の
３次医療体制そのものが危機に瀕している。さらに石巻
市で唯一、宮城県災害医療センターの認定を受けている
ことから、本提案ではこれら既存の機能を活用・拡張す
ることで、より効果的に支援が可能になると確信した。
　なお、災害医療に関する人材育成拠点の整備とは、
BLS や ACLS など災害医療に関する研修を提供する機
能などが想定される。災害看護に関する人材育成拠点の
整備とは、石巻看護学校の再建が必要になると考えられた。
　その他、必要に応じて救護倉庫の設置ならびに物資の
備蓄、救護用車両の整備などを行うことも視野に入れ
る。以上のように、今あるものを有効活用しながら、ハー
ド面、ソフト面の両方から支援しようとするものである。
４．石巻医療圏における復興支援事業
１）宮城県地域医療復興検討会議及び石巻地域部会
　宮城県地域医療復興検討会議及び石巻地域部会では、
石巻医療圏の復興は、医療圏全体の医療体制構築にあた
っては、圏域の医療ニーズや医療従事者確保の観点か
ら、急性期医療の集約化、機能分化、連携強化が必要不
可欠であり、市立病院と石巻日赤の医療資源および機能
を最大限活かすことを前提とした検討が必要と結論づけ
られ、我々のニーズ調査結果と一致した。復興は、震災
前の状態に戻すのではなく、医療圏の再構築が求められ
るのである。村井宮城県知事は、宮城県震災復興計画基
本理念の中で、「復旧」にとどまらない抜本的な「再構
築」、すなわち 10 年後の環境変化に耐えうるだけのまち
づくりの必要性を強調している。市立病院は石巻日赤と
の機能連携を前提として、今後のまちづくりのビジョン
との整合性等を踏まえて検討する一方、石巻日赤は市立
病院との機能連携を前提として、高次救急機能や急性期
医療機能、専門医療機能等の拡充を図り、石巻医療圏の
中核的医療機関として機能強化を図ることになる。
２）仮設災害救護本部及び看護実習棟
　石巻日赤敷地内に合同救護チームおよびボランティア
などの活動拠点となるプレハブの仮設災害救護本部及び
看護実習棟が 2011 年７月 14 日完成した。プレハブ棟に
は、合同救護チーム事務局や医療班、ボランティアなど
の打ち合わせに利用できる会議スペースのほか、関係者
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の宿泊が可能となるスペースを整備した。巡回診療活動
がどの程度の期間継続するかを検討した結果、当初計画
した宿泊スペースを大幅に縮小し、石巻専修大学校舎を
仮設教室としている石巻看護学校の実習室と看護学校復
興支援室を併設した（図２）、なお、災害救護関係の需
要が少なくなるのを待って、このプレハブ棟を仮設看護
学校教室に全面的に改修することになり、石巻日赤が主
体となって 2012 年３月 26 日完成した。図書室、更衣室
など不足する施設は、後述する二次医療患者受け入れ用
の石巻日赤仮設病棟の一角に設置した。
３）仮設石巻市夜間急患センター
　石巻市の高台に延床面積 718 ㎡の仮設石巻市夜間急患
センターが完成し、2011 年 12 月１日にオープンした。
GE社の CT診断装置の導入など震災前の機能を踏襲す
る仮設の一次医療としては設備の整った診療施設となっ
た。（図３）
図 2　仮設救護本部棟（石巻県救護活動拠点仮設事務所）　竣工 2011 年７月 14 日
図 3　仮設石巻市夜間急患センター　2011 年 12 月１日 完成
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４）二次医療患者用の仮設病棟の建設
　二次医療患者用の仮設病棟の建設については、100 床
規模の病室と必要な機材も合わせて整備し、運営はあく
まで石巻市が主体で行う方向で調整していたが、その機
能、設置場所など石巻市との調整が難航していた。石巻
日赤内に仮設病棟を整備し地域に必要な病床を早急に確
保すべきとの宮城県地域医療復興検討会議の方向性が示
され、石巻市、市立病院長も合意し、石巻日赤内に 50
床規模 2880 ㎡の仮設病棟が 2012 年２月 15 日に完成し
た。市立病院の医師・看護師が仮設病棟へ出向して診療
に当たり、後述する３年後の市立病院再建に向けて医療
従事者の散逸防止も達成されることになった。それにと
もなって石巻市は仮設病棟を整備せず、病棟を持たない
仮設診療所を約 1900 戸の仮設住宅がある地区に 2012 年
５月オープンした。
５）石巻日赤救命救急センターの機能強化、
　　　　　　　　　　災害医療総合研修センターの創設
　石巻日赤では、大震災前に救命救急センターの拡充整
備計画が進められていたが、大震災を契機にその見直し
を行い、救命救急センターの機能強化、災害医療総合研
修センターの創設が計画された。石巻医療圏の急性期・
三次救急医療、高度医療を担う施設として、ICU、HCU
の新設、屋上ヘリポートの整備、救急外来の拡充などを
行う。災害医療総合研修センターは、災害対応訓練、災
害医療研修、救護員の人材育成（看護師養成）、災害医
療データの蓄積・研究、災害対応機材の備蓄、救護本部
としての機能整備など、災害救護にかかる研究・人材養
成等の拠点施設の整備を支援することになった。
５．おわりに
　市立病院は一部二次救急患者を受け入れる 1.5 次救
急、亜急性期、回復期医療、在宅支援、緩和ケアを担当
する 180 床規模の病院を石巻駅前に建設する基本政策を
決定した。急性期・三次救急医療を担う石巻日赤と石巻
医療圏で切れ目のない医療を提供することになった。医
療復興事業は既存の状態に戻すことではなく、より効率
的な地域に見合った医療体制を整備することであり、石
巻医療圏の復興支援事業はほかの地域の地域医療計画の
モデルになると思われる。日赤海外救援金による支援が
役立ったことに対して支援国赤十字社に深謝する。
　なお、本稿の要旨は、愛知県医師会総合政策研究機構
勉強会（2014 年７月 17 日、愛知県医師会館）において
報告した。
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